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広島県情報公開・個人情報保護審査会（諮問（情）第 266号） 

 

第１ 審査会の結論 

広島県知事（以下「実施機関」という。）が本件異議申立ての対象となった行政文

書について不存在であることを理由に不開示とした決定は，妥当である。 

 

第２ 異議申立てに至る経過 

１ 開示の請求 

異議申立人は，平成 19 年１月 14 日，広島県情報公開条例（平成 13 年広島県条例

第５号。以下「条例」という。）第６条の規定により，実施機関に対し，県職員が自

家用車を使用して広島県庁へ出張した際の旅費の支給額が記録されている文書（出張

旅費計算書など）のうち，部署は広島県消防学校（以下「消防学校」という。），期

間は平成 15 年４月１日から平成 18 年 12 月 31 日まで（以下「本件対象期間」とい

う。）を対象とする開示の請求をした。 

これに対して，実施機関は，条例第６条第１項第２号に掲げる事項（開示請求をし

ようとする行政文書を特定するために必要な事項）の記載に不備があるとして，平成

19 年１月 24 日付けで開示請求書の補正を求めたところ，異議申立人は，同月 28 日，

次の内容を記載して開示請求の補正（以下「本件請求」という。）を行った。 

（１）自家用車による公務出張に伴い発生した交通事故も公務災害に該当するため，官

用車と同様に，自家用車を使用した公務出張を事前に承認（決裁）したことを明ら

かにするための記録は必ず作成しているはずであり，当該記録を確認すれば開示請

求の対象とされた行政文書を容易に特定できると考えられることから，当該記録と

突き合わせたうえで，県職員が自家用車を使用して広島県庁へ出張した際の旅費の

支給額が記録されている文書を開示するよう請求する。 

（２）開示請求の対象とする部署は，本件対象期間の中で消防学校に所属する，又は所

属していた職員を対象とする。 

 

２ 本件請求に対する決定 

実施機関は，本件請求に対して，作成又は取得していないため，不存在を理由とす

る行政文書不開示決定（以下「本件処分」という。）を行い，平成 19 年２月５日付

けで異議申立人に通知した。 

 

３ 異議申立て 

異議申立人は，平成 19 年４月１日，本件処分を不服として，行政不服審査法（昭

和37年法律第160号）第６条の規定により，実施機関に対し異議申立てを行った。 

 

第３ 異議申立人の主張要旨 

１ 異議申立ての趣旨 

   本件処分を取り消し，対象文書を開示するよう求める。 
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２ 異議申立ての理由 

異議申立人が，異議申立書及び意見書で主張している異議申立ての理由は，おおむ

ね次のとおりである。 

（１）本件処分は，消防学校の職員が広島県庁に自家用車を使用して出張した際の旅費

支給額が記載されている文書が不存在であるとして開示しなかったものであるが，

平成 15 年 12 月 16 日（以下「特定日」という。）に「○○」（以下「特定職員」

という。）が自家用車を使用して県庁へ出張したことを広島県庁の総務室が公式文

書に明記していることと矛盾することから，本件請求の対象とした文書を速やかに

適正に開示するよう要求する。 

（２）なお，特定日に消防学校職員である特定職員が広島県庁に用務があるとして出張

したことは，平成 18 年７月 14 日付け総総第 13 号による「異議申立てに対する決

定について（通知）」の中においても次のように明記されている。その内容は，

「異議申立人は，自らが指摘した特定車両（特定職員の所有車両である自動車登録

番号が『○○』）に対する注意処分等に関する文書を念頭において開示請求を行っ

たものと考えられるが，広島県は，この車両についても県庁に用務があるというこ

とで駐車させたものであり，駐車場の目的外利用とは考えていなかったため，（後

略）。」というものである。 

（３）理由説明書によれば，「自家用車の公務使用が認められる職員が存在しないので

あるから，本件対象期間において消防学校では自家用車の公務使用申請が行われる

ことはなく，本件対象文書を作成することはない。」と記述されている。 

（４）しかし，○○総務室長によれば，特定日の夜間に区画番号 21 番へ駐車していた

職員の自家用車が，翌日の早朝時点で降っていた雨がやんだ後で，かつ，駐車場の

鍵が開いた後に出庫した事実を踏まえた上で，広島県庁外来者駐車場に駐車してい

た当該車両である「○○」の○○（以下「特定車両」という。）は，消防学校に勤

務する職員の自家用自動車であることを認め，当日の夜間の駐車について厳重に注

意した旨の口頭説明があった。 

（５）本件処分は，県職員の自家用車が駐車されていた事実を無視し，かつ，正規の駐

車場利用時間ではなく夜間に駐車していたと説明することで，自家用車を県庁への

出張用務に使用した可能性を認めようとせず，部内規程に基づく机上の論理のみを

もって，自家用車を県庁への出張用務に使用した際の旅費の支給額が記録されてい

る文書（出張旅費計算書など）が存在しないとの不当な処分を強行したものである。 

（６）県職員による外来者駐車場の不正使用（公的財産の私的利用に起因する経済的利

益の供与）の事実を隠匿する目的か，あるいは，消防学校及び総務室を擁護するた

めか，いずれにせよ，意図的に記録がないと仮装した当該処分に対して抗議すると

ともに，当然にあるべき真実の記録を速やかに開示するよう要求する。 

（７）職員が外来者駐車場及び外来者駐輪場を日常的に不正使用している事実を隠匿し，

その現実を放任している総務室の職務怠慢について重ねて抗議する。 

 

第４ 実施機関の説明要旨 

実施機関が，理由説明書で説明する本件処分を行った理由は，おおむね次のとおり
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である。 

自家用車を公務に使用する場合の取扱いは，「自家用車の公務使用に関する取扱い

要領」（本件対象期間の一部につき施行されていた平成 13 年 10 月１日施行分及び平

成17年８月 24日施行分）（以下「取扱要領」という。）に規定されている。 

「自家用車を使用して広島県庁に出張する」ためには，取扱要領に基づき，自家用

車公務使用に係る申請を所属長に提出し，その承認を受けなければならない。 

したがって，対象文書が存在する前提として，自家用車公務使用が所属長に承認さ

れる必要があるが，取扱要領において，自家用車の公務使用が認められるのは，申請

する職員が身体に障害を有するため公用車が利用できない等の基準を満たす場合に限

られている。 

そして，本件対象期間には，消防学校に，自家用車の公務使用が必要な身体に障害

のある職員は勤務していない。 

自家用車の公務使用が認められる職員が存在しないのであるから，本件対象期間に

おいて消防学校では自家用車の公務使用申請が行われることはなく，本件請求の対象

となる行政文書を作成することはない。 

 

第５ 審査会の判断 

 １ 本件請求について 

本件請求は，本件対象期間において，実施機関が消防学校に所属した職員に対して

自家用車を使用して広島県庁に出張することについて承認等を行った記録のある出張

（以下「本件対象出張」という。）に係る旅費支給額が記載されている文書（以下

「本件請求文書」という。）の開示を求めるものであり，実施機関は，作成又は取得

していないため不存在を理由とする本件処分を行った。 

これに対して異議申立人は，特定日に消防学校職員である特定職員が自家用車を使

用して県庁へ出張していることを実施機関が公式文書に明記している等として本件請

求の対象となる行政文書は存在するはずである旨主張していることから，以下，その

存否について検討する。 

 

２ 本件処分の妥当性について 

 （１）本件対象出張について 

    実施機関は，上記第４のとおり，職員が自家用車を使用して広島県庁に出張する

ためには，取扱要領に基づく申請を提出し，所属長の承認を受けなければならない

と説明するので，当審査会において，実施機関に取扱要領の提出を求め，その内容

を見分したところ，職員の自家用車を公務に使用する場合の手続及び旅費の取扱い

として，公務に自家用車を使用しようとする職員は，別に様式が定められた自家用

車公務使用申請書により所属長に申請すること，職員は，自家用車公務使用申請書

に対する所属長の承認を受けることなく，公務に自家用車を使用してはならないこ

と，所属長は，職員による自家用車の公務使用の申請が承認の基準を満たす場合は，

旅行命令簿に申請書を添付して，当該旅行命令簿の備考欄に「自家用車使用承認」

と記載して決裁すること及び行程の距離に応じた交通費等の旅費が支給されること
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が定められていた。 

また，上記のとおり，旅行命令簿にも自家用車を公務に使用することを承認した

旨を記載するよう定められていることから，実施機関に旅行命令簿の作成について

定めた文書の提出を求め，提出された旅行命令（依頼）簿作成要領（平成 13 年 10

月１日施行分，平成 17 年４月１日施行分及び同年７月１日施行分）の内容を見分

したところ，旅行命令（依頼）簿（以下「旅行命令簿」という。）の様式や作成方

法が定められており，旅行命令簿の備考欄には，実費（相当）額を支給する場合に

必要事項を記入することとされ，自家用車公務使用の場合として，「例：『自家用

車使用承認』（※承認は所属長が決裁する。），『35 円×行程○○km＝○○円 

印』※旅行命令権者が行程距離を確認の上，押印する。」と記載されていた。 

以上のことから，実施機関においては取扱要領以外の手続により職員が出張時に

自家用車を使用することを承認することはないので，本件対象出張とは，取扱要領

に基づき自家用車を公務に使用することについて承認を受けた，本件対象期間を対

象とする旅行命令簿が存在するものということになる。 

 （２）本件対象出張の有無について 

   当審査会において，本件対象出張の有無を確認するため，実施機関に対して，本

件対象期間中に消防学校の職員が作成した広島県庁を用務地とする旅行命令簿の提

出を求め，その内容を見分したところ，本件対象期間のうち，平成 15 年４月１日

から平成 18 年３月 31 日までについては，別の開示請求に係る異議申立て事案（諮

問（情）第 233 号）で部分開示されたものであり，平成 18 年４月１日から同年 12

月 31 日までについては，実施機関が保管していたものであったが，いずれの旅行

命令簿についても，自家用車を公務に使用することを承認した旨の記載があるもの

はなかった。 

   よって，本件対象出張に該当する出張は行われていないことから，実施機関にお

いて本件請求文書を作成又は取得していたとは認められない。 

（３）その他 

   異議申立人は，上記第３の２（２）及び（４）のとおり主張するが，総務室長は

消防学校職員の出張を承認する立場にはなく，また，特定車両を駐車していた消防

学校に勤務する職員は公務で広島県庁へ来庁していたとも限らないから，異議申立

人の主張は採ることができない。 

（４）以上のことから，実施機関が本件請求文書を作成又は取得していないため，これ

を不存在として本件処分を行ったことは妥当である。 

 

３ 異議申立人のその他の主張について 

   異議申立人はその他種々主張するが，いずれも上記判断を左右するものではない。 

 

４ 結論 

   よって，当審査会は，「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。 

 

第６ 審査会の処理経過 
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当審査会の処理経過は，別記のとおりである。  
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別 記 

 

審 査 会 の 処 理 経 過 

年 月 日 処 理 内 容 

19．５．16 ・諮問を受けた。 

19．５．28 ・実施機関に理由説明書の提出を要求した。 

19．６．19 ・実施機関から理由説明書を収受した。 

19．７．３ 
・異議申立人に理由説明書の写しを送付した。 

・異議申立人に意見書の提出を要求した。 

19．９．11 ・異議申立人から意見書を収受した。 

30．１．26 

(平成 29年度第 10回第２部会) 
・諮問の審議を行った。 

30．２．23 

(平成 29年度第 11回第２部会) 
・諮問の審議を行った。 
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